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Ⅰ はじめに
建造物・工作物に関連する事故は，例年一定数が発生しているが，発生
した場合には，多くの建築・工事関係者の過失責任が問題となり得る。し
かし，この種の事故では，事故原因の特定がしばしば困難を伴うことも
あって(1)，大規模な死傷事故が生じた場合であっても，結果の重大さと
は裏腹に不起訴処分(2)となったり，起訴されても無罪となったりする事
案が，他の過失事案に比して少なくない。事故原因の特定ができなかった
り，不十分であったりする場合は，行為者の予見可能性や，訴因として設
(1) その要因としては，自然現象（天候，地形，地質，水利など）が影響すること，
調査に高度の技術的・専門的知識を要することが挙げられる（萩原太郎「建設工事
と過失犯」青木清相ほか編『日沖憲郎博士還暦祝賀・過失犯(2)』（1966年，有斐
閣）139頁〈140頁〉）。
(2) 最近の例としては，平成24年12月2日に起きた中央自動車道笹子トンネル天井
崩落事故（コンクリート製の天井板約340枚が約140メートルにわたって落下し，9
名が死亡し，2名が負傷した事故）につき，平成30年3月23日，管理会社と保守点
検会社の両社長等8名が不起訴とされたものがある。
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定された具体的注意義務の当否に影響することから，事故原因の特定は，
過失責任追及の前提として極めて重要である(3)。さらに，建築物・工作
物の場合，企画，設計，施工という段階を経て，管理・運用されることか
ら，各段階で，複数の業者・企業が分業的に関与するのみならず，同一企
業・組織内でも水平的・垂直的な分業体制が敷かれているのが通常であ
る(4)。したがって，事故原因の如何により，問題とすべき時点，関係者
の関与形態，注意義務の内容は変動し得る。
このように，事故原因の特定は，建築物・工作物に関する事故において，
どの段階（企画・設計，施工，管理・運用）の，誰（企画者，設計者，施
工者，管理・運用責任者等）の，どのような内容の注意義務を問題とする
のかという形で，理論的考察の起点となるものである(5)。過失犯の成立
要件との関係では，近時も，前提となる危険の内実，予見可能性，注意義
務の具体的内容との連動関係を自覚することが必要である旨の指摘(6)が
あるが，特に建築物関係の過失犯の領域では，事故原因を起点とする上記
の連動関係を意識すべきであろう。そうすることで，実体法的には，注意
義務の内容の類型化，さらに訴訟法的には，捜査関係者の捜査指針，公判
廷における法曹三者の行動指針にもなり得る。
(3) どこまで厳密に特定する必要があるのかという問題はあるが，当該事故の直接
的・間接的な原因特定は，あくまで刑事責任追及の基礎づけになり得るかという観
点で意味を持つ（回顧的な事後規制）。これに対し，第三者機関などが行う「事故
調査」は，将来の事故予防のために，根源的な原因の探求を目的とするものであり，
刑事司法の目的と異なることに留意する必要がある。事故調査と刑事司法との関係
については，笹倉宏紀「事故調査と刑事司法」刑事法ジャーナル28号（2011年）36
頁参照。
(4) 萩原・前掲注(1)140頁。
(5) 事故原因と過失犯の予見可能性・注意義務の内容との連動関係を明確に意識し
つつ，注意義務の類型化をなすものとして，藤木英雄『刑法各論─現代型犯罪と刑
法』（1972年，有斐閣）209頁以下がある。
(6) 樋口亮介「注意義務の内容確定プロセスを基礎に置く過失犯の判断枠組み(1)
～(3)」法曹時報69巻12号1頁，70巻1号1頁，同2号1頁〈(1)70頁参照〉。
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そこで，本稿では，まず，上記の連動関係に留意しつつ，注意義務の導
出の構造を示す(Ⅱ）。具体的には，事故原因を注意義務設定時の「危険状
態」に引き直し，その内実を明らかにしながら，注意義務の導出過程の明
確化を試みる。次いで，この観点の下，実際の裁判例を参照しながら，建
築関係事故における注意義務の類型化，その相互関係の整理を試みる(Ⅲ）。
前記のように，建築関係事故の原因の所在に応じて，問題とすべき段階が
変化するが，各段階の注意義務の相互関係にも留意する必要がある。たと
えば，近時の建築関係事故の中には，関係者間の情報伝達の懈怠（渋谷シ
エスパ事故），あるいは他者の業務への「配慮義務」の懈怠（コストコ事
故）を理由に過失責任が問題とされた事案がある。これらは，設計部門と
施工部門の間，あるいは同じ設計部門でも構造設計者と意匠設計者の間な
ど，各部門責任者の担当領域の「狭間」において，共有すべき情報の齟齬
が生じたことが，結果につながったものである。このような局面において，
複数人の負担すべき注意義務の相互関係が問題となり得るのである。
Ⅱ 建築関係者の注意義務導出の構造
1 具体的な注意義務内容の導出過程の重要性
過失結果犯においては，結果の発生を前提として因果の系列を遡り，事
故原因，および結果発生前の危険の内実を確定した上で，直接的・間接的
に関わった者の予見可能性，注意義務の具体的内容，注意義務違反行為，
かかる行為と結果との因果関係を検討するのが通常である。実務上は，従
前から具体的な注意義務の内容が明示されているが，近時学説において，
注意義務の内容確定プロセスを重視した試みが有力に主張されている(7)。
(7) 樋口亮介「注意義務の内容確定基準─比例原則に基づく義務内容の確定」高山
佳奈子ほか編『山口厚先生献呈論文集』（2014年，成文堂）195頁以下，樋口・前掲
注(6)等。
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私見も基本的に同一の理論的方向性を志向するものである。過失構造論に
つき，予見義務違反を重視する修正旧過失論，結果回避義務違反を重視す
る新過失論等，様々な見解があるものの，具体的な注意義務の内容を明示
する必要性は，ほぼ共有問題化されていると思われる。その基本的な視座
は別稿(8)で検討しているので，本稿では，その試論として，建築関係の
事故を中心として，事故原因の特定，予見可能性の判断，それを前提とし
た結果回避義務（注意義務）の内容確定の過程を分析する。
2 事故原因の特定と危険の内実
（1）訴訟法上，実体法上の意義─危険の内実の整理
事故原因の特定は，前記のとおり，捜査段階で過失責任の当否を判断す
る重要な契機となり，公判では，事故原因が法曹三者の行動指針にもなる。
検察官は，これを起点として，実体法上の過失の要件（予見可能性や注意
義務の内容）を明示した公訴事実を構成する。被告人側は，場合により，
起点となる事故原因を争い，裁判官は検察官の主張する事故原因やその発
生時期に疑義がある場合には，求釈明や訴因変更を促すなどの措置を講じ
ることにもなる。
もっとも，事故原因は，最終的には裁判時を基準として事後的に確定さ
れるものであるから，実体法との関係で，それが常に過失判断の前提とな
るわけではない。実体法の地平に引き直すならば，事故原因は，問題とな
る注意義務設定時の「危険状態」として整理し直す必要がある。いわば，
逆算的・遡及的に特定された事故原因を「危険状態」に引き直して，そこ
から過失の要件である予見可能性と注意義務の内容を導き出すのである。
事故原因の特定は，究極的には事件ごとの事実認定の問題に帰するとはい
え(9)，実体法に関連する「危険状態」として整理すると，一定の抽象化
(8) 稲垣悠一「過失犯における注意義務確定のプロセス」井田良ほか編『日髙義博
先生古稀祝賀論文集』（2018年，成文堂）に掲載予定。
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された「危険の内実」が抽出できるように思われる。つまり，「何もの」
によって設定された，如何なる「内容」の，どの「時点」で対処すべき危
険なのかが抽出できる。そのように抽出された危険は，注意義務の類型化
に資すると考える。
（2）「何もの」によって設定された危険か─危険の原因（起因）
「何もの」によって設定された危険（起因）なのかという視点によれば，
（ア)行為者自身，（イ)第三者，（ウ)自然現象，（エ)被害者のいずれかに整
理できるであろう(10)。これにより，誰が対処すべき危険なのかが大筋で
決まる。
（ア)の行為者自ら設定した危険の場合，自ら回避すべきとの判断に直結
し易い。これに対して，（イ)ないし(エ)の場合には，直ちに行為者の義務
づけには結び付かない性質の危険である。自ら設定した危険は自ら対処す
べきとするならば，第三者や被害者が危険を設定したことは，設定者自身
が回避すべき事情にはなり得ても，通常は，直ちに行為者の注意義務を基
礎づける事情とはなり得ないからである。特に行為者以外の第三者が設定
した危険については，第一次的に行為者が対処すべきとはいえないであろ
う(11)。自然現象に由来する危難（吹雪，雪崩，鉄砲水，津波，山岳地帯
での噴火，地震に伴う土砂災害等）の回避も，自己責任が原則であろう。
そこで，（イ)ないし(エ)の場合には，別の要因を考察する必要がある。建
(9) 萩原・前掲注(1)140頁。
(10) これらの観点に基づく製造物過失事例の注意義務の整理については，稲垣悠一
「欠陥製品に関する刑事過失責任と不作為犯論」刑法雑誌55巻2号（2016年）206頁
（214頁）。なお，我が国の製造物過失事例全般の分析は，同『欠陥製品に関する刑
事過失責任と不作為犯論』専修法学論集118号（2013年）139頁以下参照。
(11) 製造物過失事例において，第三者が設定した危険の回避がそれ以外の者に第二
次的に義務づけられた事案については，稲垣・前掲注(10)「欠陥製品に関する刑事
過失責任と不作為犯論」216頁以下参照。
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築関係事故においては，主として(イ），（ウ)について考慮することになろ
う。
（3）どのような「内容」の危険か─織り込むべき所与の危険
自ら発生させていなくても，一定の職責に応じて，所与の危険として織
り込むべき内容の危険がある。たとえば，山岳地帯など，一定の危険が内
在する自然環境に登山者を引率して立ち入る引率者には，自然環境に由来
する所与の危険を織り込んで，被引率者への危難を回避すべき注意義務が
要求される場合がある(12)。これに対して，進んで危険地帯に足を踏み入
れるのではなく，日常生活において突如巨大津波等が迫ってきたような場
合は，法的責任の追及は慎重さが求められる。民事事件ではあるが，たと
えば，東日本大震災時の巨大津波による事故（死者および行方不明の児
童・教職員84名）の国賠請求訴訟において，引率者である学校教員につい
て，避難経路の選択という情勢判断の当否が問題とされた事案（大川小学
校事件)(13)がある。このような事案については，刑法上も，理論的には，
(12) 登山における危険回避の基本的視座，注意義務の内容については，稲垣悠一
「登山における山岳ガイドの注意義務─白馬岳『気象遭難』事件─」専修ロージャ
ーナル12号（2016年）235頁（245頁以下）。遭難事故一般については，同「遭難事
故における引率者の注意義務」専修ロージャーナル13号（2017年）1頁以下。
(13) 第1審（仙台地判平成28年10月26日裁判所ウェブサイト，LEX/DB文献番号
25544244）では，教員の過失が認められ，第2審（仙台高判平成30年4月26日公刊
物未登載）では，それに加えて，学校側や石巻市の防災対策上の組織過失まで認め
られている（現在，上告中）。
なお，東日本大震災時の津波警報につき，気象庁が予想される津波の高さを過小
に発表し，陸前高田市が津波に関する情報を住民に周知するに足りる設備を備えな
かったなどとして，被災者が国と同市に対して国家賠償請求した事件（国・陸前高
田市事件）があるが，棄却されている（最決平成29年4月26日 LEX/DB文献番号
25545896）。また，平成26年9月27日に起きた御嶽山噴火に伴う死傷事故（死者58
名，行方不明者5名）につき，死者5名の遺族11人が，国（気象庁）と長野県に対
して，国家損害賠償訴訟を提起している。この訴訟の中で，気象庁については，火
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生存した引率者の情勢判断の当否を問題とする余地はあるものの，稀有な
危難の場合，引率者も突如として危難に曝されるのであるから，引率者と
いう一般的地位を強調して，安易に刑法上の注意義務を導き出すべきでは
ないと考える(14)。
他方，本稿で主題とする建造物・工作物の事故に関しては，天然ガスを
採掘したり，天然ガスを含有する温泉水を利用したりする施設のように，
自然現象を活用することが所与の前提である場合や，地震，津波等の想定
しうる自然現象に備えて，不適切な地形を回避したり，一定震度での建物
倒壊，主要施設の機能停止等の事態を防止したりすることが，建築上の基
本思想の範囲内にある場合は，建築関係者には，各種現象の発生を織り込
んだ対策が要求される。したがって，関係者が，当然織り込むべき内容の
危険について，しかるべき対処をしていない場合には，危難自体が自然現
象に由来するとしても，その過失責任が問題となり得るのである。
（4）どの「時点」で対処すべき危険か─時的概念を踏まえた対処
建築物・工作物の場合，企画・設計，施工という段階を経て，管理・運
用されることから，織り込むべき所与の危険について，企画・設計，施工，
管理・運用のどの段階で除去，回避するのか，時的概念を踏まえて段階的
に考える必要がある。機能分化した工程を経て構築される建造物・工作物
の場合，各工程の分業状態や役割分担に応じて，対処すべき危険の内容も
異なってくるからである。
山の状況に関する解説情報として公表する噴火警戒レベルを「1」（当時は「平常」
の意味：平成27年5月18日以降は，「活火山であることに留意」に変更）から「2」
（「火口周辺規制」の意味）に引き上げなかったことの当否，また県については，山
頂付近に県が設置していた地震計の管理責任の当否が追及されている。
(14) 稲垣・前掲注(12)「登山における山岳ガイドの注意義務」248頁。
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3 予見可能性，および注意義務の内容との関係
このような観点で確定された危険の内実を前提として，予見可能性を基
礎づける事情の有無を検討し，行為者の地位，職責(15)，権限などを踏ま
えて，具体的な注意義務（結果回避義務）の内容を導出していくのが基本
的なプロセスである。なお，問題とすべき工程において，複数企業が関与
している場合には，段階的手法，あるいは組織関係的な考察方法(16)を駆
使する必要もあろうが，本稿では最小限の言及に止める。
以上を踏まえ，建造物・工作物の事故に関わる注意義務の類型化を試み
る。時系列的には，企画・設計，施工，管理・運用という段階で注意義務
が問題となるが，実際の事件では，結果から遡って，それに近い時点の直
近過失が追及されることが多いため，管理・運用，施工，企画・設計とい
う順に検討・整理することとする。
Ⅲ 建築関係者の注意義務の類型化
1 管理・運用段階の注意義務
（1）対処すべき危険の特定
建築物等の管理・運用上，何らかの不具合が生じ，それが基になって結
果が発生した場合，その不具合を特定し，対処すべき危険の内容を明らか
にすることが出発点である。それが特定できない場合，あるいは事後的に
(15) 萩原・前掲注(1)141頁は，建築関係工事における過失責任の帰属を検討する
上で，事故関係者の「職責」が有する意味を適切に指摘している。なお，同142頁
の注で指摘されている文献も参照。
(16) これについての詳細な検討は，樋口・前掲注(6)246頁以下，樋口亮介「行政
主体を経由する注意義務の内容確定プロセス─明石市砂浜陥没事故事件第2次上告
審を素材に─」井田良ほか編『山中敬一先生古稀祝賀論文集・上巻』（2017年，成
文堂）529頁。なお，稲垣・前掲注(10)『欠陥製品に関する刑事過失責任と不作為
犯論』74頁以下，263頁以下，同「不作為的過失と不作為犯論─注意義務確定の手
法と関連して─」刑事法ジャーナル46号（2015年）24頁（30頁以下）も参照。
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特定できても，注意義務設定時において，対処すべき危険の認識可能性が
ない場合には，管理・運行者の注意義務の前提が欠けるといえよう。後者
の場合は，事故原因の発生時期の如何が，保守管理の具体的契機に繋がる
ことから，注意義務を課する前提が欠けるのである。
この問題は，近時の事案としては，「シンドラー社製エレベーター事件」
において顕在化している。事故は，平成18年6月3日，東京都内のマン
ションに設置されていたエレベーターに乗った高校生（当時16歳）が，停
止階で降りようとしたところ，エレベーターのかごが停止せずに上昇し，
かごの床面と乗降口の外枠に挟まれ（いわゆる「戸開走行事故」），死亡し
たというものである。事故機について保守点検業務を受託していた業者に
は変遷があり，製造元のシンドラー・エレベータ東京支社（平成10年4月
1日から平成17年3月31日まで受託）の保守部長 A（公判中に死亡），同
社保守課長 B，さらに，保守点検会社のエス・イー・シーエレベーター
（平成18年4月1日から受託）の代表取締役社長 C，同社専務取締役 D，
および同社保守部長Ｅが業務上過失致死罪で起訴された。戸開走行事故の
原因は，ブレーキライニングという部品の「異常摩耗」であることが特定
されたが，その発生時期が問題となり，審理は長期化した。第1審(17)は，
Bについて，シンドラー社が故障対応に当たった時点（平成16年11月8
日）では異常摩耗は発生していなかったとして，その注意義務の前提とな
る予見可能性を否定して無罪とした(18)。これに対し，CないしＥについ
ては，第1審では，保守点検員による最終定期点検日（平成18年5月25
日）には，異常摩耗が生じていたとして予見可能性，注意義務違反を認め，
有罪とした。しかし，控訴審(19)では，最終定期点検時における異常摩耗
(17) 東京地判平成27年9月29日判タ1423号334頁。
(18) この結論は，控訴審（東京高判平成30年1月26日裁判所ウェブサイト，LEX/
DB文献番号25449287）でも維持されている。
(19) 東京高判平成30年3月14日公刊物未登載。
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の事実が否定され，注意義務を課す前提事実についての予見可能性がな
かったとして，いずれも逆転無罪となっている。事故原因の発生時期と予
見可能性・注意義務との密接な連動関係が認められた典型例と言える。
（2）危険の発生原因と管理・運用段階の注意義務との関係
これに対し，事故原因が特定され，注意義務設定時に引き直した危険状
態が認められれば，管理・運用者として，不具合を是正等する職責，権限，
役割を有する者の注意義務違反が問題となる。
たとえば，大型自動回転ドアに児童（6歳）が首を挟まれて死亡した事
故につき，設置された回転ドアの品質管理責任者，および運用責任者の過
失責任が問われた，「六本木ヒルズ自動回転ドア死亡事件」がある(20)。回
転ドア「シノレス」には，センサーが設置されていたものの，被害児童は，
設置されたセンサーの死角箇所から進入してしまい，挟まれ事故が生じた
ものである。この死亡事故の前にも，人が戸先と固定方立との間に挟まれ
て負傷する事故（挟まれ事故）が複数生じており，森ビル内で安全対策が
進められていた最中での事故であった。本事案では，管理・運用責任者だ
けではなく，回転ドアの製造・販売会社責任者の設置上の過失責任も問わ
れており，回転ドアの重量（2.7トン）や制動距離の長さ（センサーが働
いてから停止するまで35㎝）などの面で，「本質的安全設計」に重大な疑
義があった(21)。その意味では，危険源の設定が第三者によってなされた
類型とも言い得る。行為者以外の第三者が設定した危険の回避義務は，あ
くまで例外的に課されるものである（後記4(2)参照）。しかし，工作物
の管理・運用行責任者は，管理対象の危険性が判明した段階で，不具合を
(20) 東京地判平成17年9月30日判時1921号155頁。評釈として，大塚裕史「判批」
判時1959号217頁，稲垣「大型自動回転ドアの設置・管理・運行責任と不作為的過
失」専修法研論集46号（2010年）127頁がある。
(21) 稲垣・前掲注(20)136頁注(6)参照。
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改善する職責を有していることから，たとえ危険の発生が管理・運用者以
外に由来するとしても，直ちに管理・運用上の注意義務がなくなるわけで
はない。事故に繋がりうる危険の発生源はどうあれ，それが判明した場合
には，各自の職責，役割，権限に応じて，危険除去のための措置を講じる
ことが要求されるのである(22)。したがって，管理・運用段階においては，
誰によって設定された危険であるかは，注意義務を導き出すにあたって決
定的な要素ではない。もちろん，管理・運用責任者レベルでは対処しきれ
ない危険について，より高度の措置を実施することができる上位者等に対
処を求めることはあり得ようが，危険性を放置したまま施設の運行を継続
して事故が生じたのであれば，やはり管理・運用上の注意義務違反は免れ
ないと言えよう。
（3）課せられる具体的注意義務内容の限界
注意義務設定時に引き直された危険，事故の予見可能性，具体的な注意
義務の内容が特定され，かかる措置が全く講じられなかった不作為的過失
の場合には，通常，過失犯の成立は否定されない。
これに対して，不具合判明後に管理者・運用者による具体的な措置が全
く行われなかったわけではなく，一定の対策が講じられていたものの，そ
(22) 本件の場合，管理責任者の注意義務の内容は，「本件シノレスを不特定多数の
来訪者の出入り用ドアとして運転しても挟まれ事故が発生しないように，戸先が固
定方立に接近した状況で人がドア内へ進入するのを防止する，あるいは，人が戸先
と固定方立との間に挟まれても死傷の結果を生じさせない装置を備え付けるなどの
安全対策を講ずべき業務上の注意義務」であり，運用責任者の注意義務は，「本件
シノレスに適切な安全対策が講じられるまでの間に挟まれ事故が発生しないように，
本件シノレスの固定方立付近に，戸先が固定方立に接近した状況で人がドア内に進
入するのを防止するための人員を配置したり，あるいは，適宜，シノレスの回転ド
アとしての運転を止め，スライドドアとして運転するなど，安全に運行するための
方策を講ずべき業務上の注意義務」とされ，各職責，役割，権限を踏まえた注意義
務が設定されている。
建造物の設計・施工・管理上の注意義務 59
の対策の間隙を縫うようにして事故が生じた場合は，慎重な判断が求めら
れる。前記の回転ドア事故の他，人工砂浜に生じていた複数の陥没への対
策中に，進入防止のバリケードを設置したのとは別の場所で生じた大規模
空洞に児童が転落し死亡した「大蔵海岸人工砂浜陥没事故｣(23)も，その一
事例である。不具合が判明している場合に，それを放置すれば新たな事故
に至ることを想定することは，そう困難でないことから，事故の予見可能
性は肯定され易いと言えよう(24)。そこで，議論の重点は，講じられた対
策の適否の点に移行すると思われる。近時は，危険比例性の観点から，過
大にならない程度の義務内容確定のプロセスが問題とされており(25)，基
本的に妥当な議論である。具体的な注意義務の内容は，行為者に過大にな
らない限度で，可能かつ期待可能な範囲内のものを想定しつつ，現実に行
われた措置が，それと対比して逸脱しているか否かにより，義務違反の有
無を判断することになろう(26)。
2 施工段階の注意義務
（1）施工者が設定した危険（前記ア）
建築物・工作物の施工においては，適切な設計思想に基づく設計を忠実
(23) 最決平成21年12月7日刑集63巻11号2641頁［第1次上告審決定］。第2次上告
審決定として，最決平成26年7月22日刑集68巻6号775頁（国交省職員1名につい
て），最決平成26年7月22日最高裁判所裁判集刑事314号163頁（国交省職員1名，
明石市職員2名の計3名について）。
(24) もっとも，大蔵海岸人工砂浜事故の第1次上告審決定の段階では，事故の予見
可能性につき，大規模空洞が形成された東側突堤北部周辺の陥没があったか否かの
認定が決定的な事情となっている。
(25) 樋口・前掲注(6)「注意義務の内容確定プロセスを基礎に置く過失犯の判断枠
組み(1)」40頁以下。
(26) 樋口・同上48頁は，「仮定的なアプローチと実際に行われた措置に注目するア
プローチの両面から吟味を行うことは，後付け的に過酷な注意義務が確定されるこ
とを回避するために有用と思われる。」とする。
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に反映する必要があるが，施工段階で生じる事故は，施工者自らが危険を
設定することが多い(27)。作業管理上，危険を惹起する性質であることが
認識可能であれば，そのような作業の回避が問題となり，施工者自身の危
険設定に基づく作為的過失を認定することは，そう困難ではなかろう。
たとえば，沢を埋め立てて人工スキー場を造成するに際して，取締役会
で承認された排水工事計画を無視して，排水工事等を完全に行わないまま
沢の埋め立てをしたことから，降雨と融雪により土砂が流出して家屋を倒
壊させ，人を死傷するに至らせた事案につき，工事の指揮監督者に対し業
務上過失致死罪の成立を認めた事例がある(28)。この事案は，自然現象も
介在しているが，排水工事計画を殊更に無視して埋め立て工事をしている
ことから，施工者自らが設定した危険が大といえよう。
（2）第三者が設定した危険の場合（前記イ）
1）労務者による危険設定と監督者の関係
実際の工事を担当する施工実施主体の労務者が危険を設定し，労務者以
外を死傷させ，あるいは労務者自身が死傷した場合，前者については，労
務者の過失責任が問題となるのは当然である。他方，建築工事の場合，分
業が顕著であり，工事監督者（現場主任，係員，下請けの世話人等）がい
るのが通常である。そこで，労務者等の不適切な工事を是正し，労務者を
含む第三者への被害を防止する職責を担う者の監督義務が問題となる。そ
の際は，労務者が不適切と思われる工事をするなど，結果発生に至る危険
(27) 萩原・前掲注(1)149頁は，作業管理上の不手際として，（イ)法規その他安全
基準の不遵守，（ロ)設計無視，（ハ)工事工法・作業段取りの不適切，（ニ)作業施設
の不備，（ホ)検査の不十分，（ヘ)交通対策の欠陥，（ト)機械の不整備・未熟練者に
よる取り扱い，（チ)人員配置の不良などを挙げているが，これらはいずれも，施工
者自身が設定した危険と言えよう。各項目における留意点につき，同156～157頁の
注も参照。
(28) 新潟地長岡支判昭和44年5月12日刑月1巻5号508頁。
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性に関する事情を確定した上で，かかる危険を回避すべき義務内容につき，
契約関係などを基本として，監督者の権限，職責を明らかにして，被監督
者への指揮監督内容を具体化することが重要になろう。名目上の監督者へ
の過大な義務づけにならないよう慎重な判断が求められる。
2）設計者・工事監理者等による不適切な指示
労務者が設定した危険についての監督義務ではなくとも，施工段階以前
に危険が設定される場合がある。たとえば，危険な設計思想に基づく設計
指示がある場合や，起業者の選んだ工事監理者が，施工時において不適切
な指示をした場合が考えられる。前者の場合，施工者としては，設計内容
を忠実に反映させて施工する職責を有していることから，基本的には，設
計通りに施工することでその職責は果たされるというべきである。また後
者の工事監理は，施工者の行う工程・作業・品質管理に問題がないかを監
理者の立場で確認する作業であることから，その指示がある場合には，施
工者としては，原則として従わざるをえないであろう。その反面，設計者
らの過失が問題となる（後記4参照）。しかし，設計内容や監理者の指示
内容が明らかに不適切で，事故に至り得ることが認識可能な場合など，
「特段の事情」がある場合には，設計の是正，あるいは指示の撤回を求め
るなどの是正義務が生じるというべきである(29)。なお，企画者・発注者
の施工者に対する指示については，別途考察する（後記3(2)参照）。
（3）自然環境に由来する所与の危険（前記ウ）
自然環境を切り拓いたり，あるいは自然現象を利用したりするなど，自
然環境に由来する危険を所与のものとして施工する場合には，当然，その
(29) 萩原・前掲注(1)155頁は，「建築施工に携わる者の一般的水準において明白に
看取される指示の瑕疵があつた場合これを放置したときのみ過失が問題とされるも
のと解すべきではあるまいか。」とする。
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ような危険を除去・回避することが求められるが，作業中の労務管理，作
業管理において，事故に至る危険の徴候を察知できる状況にあったかが出
発点となるであろう。これが認定できない場合には，注意義務を課する前
提を欠くことになる(30)。
(1)ないし(3)のいずれの場合でも，認定できた危険状態との関係で，
事故が予見可能である場合には，その危険の程度に応じて，回避・除去す
る具体的注意義務の内容を確定することになろう。
3 企画段階の注意義務
（1）企画者の責任の例外性
建造物・工作物の建築につき，企画者自身がその設計，施工を含む全工
程を行う場合は別として，通常は，企画者とは異なる専門の業者が，設
計・施工を行う。その場合，建造物の安全性を保証し，建造物に及び得る
種々の危険を除去する職責を負っているのは，基本的には，設計・施工に
携わる者である。企画・発注者は，原則として，そのような注意義務を負
担しない(31)。実際，建造物にまつわる事故について企画・注文者の責任
が問われることは稀である。
(30) たとえば，作業中の崩落事故として，①札幌地室蘭支判昭和33年11月5日判タ
87号75頁（病院建設の一部として行われた地下掘削工事中の岩盤崩落事故につき，
施工監督者等の過失を基礎づける崩落原因が未確定），②札幌地室蘭支判昭和36年
3月27日下刑集3巻3号270頁（剥土現場における土砂の崩落事故につき，保安係
員の注意義務の前提としての土砂崩落原因が不明），③札幌高判昭和37年2月23日
高刑集15巻1号65頁（ダイナマイト発破を伴う採石作業での崩落事故につき，事故
の内在的原因として，天然に発達した節理ないし亀裂のある岩壁の存在が特定され
ているものの，地表からそのような節理ないし亀裂を予見する事情がなかったとし
て，予見可能性を否定），炭鉱等でのガス爆発事故として，④札幌地判昭和46年2
月16日刑月3巻2号113頁（炭鉱の坑内におけるガス爆発事故〈北炭ガス事件〉に
つき，自然発火を前提とする保安責任者の注意義務違反の訴因に対し，かかる原因
による爆発であると断定し得ないとして予見可能性を否定）等。
(31) 萩原・前掲注(1)158頁。
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実際の裁判例として，県発注にかかる土木工事の施工中に生じたコンク
リート壁倒壊に伴う死傷事故について，工事施工者のほか，工事注文者で
ある県側の監督員の指示・監督上の過失責任が問われた事案がある(32)。
同事件の判決では，次のように指摘されている。すなわち，
「注文者から一定の工事を請負つた建設業者が，自ら現場代理人や
主任技術者を選定してその監督・指示のもとに工事を施工する場合，
その作業過程における安全管理の注意義務を負うべき者は，直接には
現場代理人や主任技術者であると考えられる。事情によつてはその責
任がもう少し拡散し，これらの者の下にあつて補佐をすべき立場の者
や，逆にこれらの者の上にあつて指示をする会社上層部の者にまで及
ぶことも考えられようが，その場合にも，それらの者はいずれも工事
を施工する業者側の担当者の範囲内にとどまり，注文者側の関係者に
まで及ぶことはないというのが通常であると考えられる。何故ならば，
請負工事の性質上，施工工事の作業工程の決定や，各作業工程におけ
る危険防止措置の要否，それに必要な資材の調達などは，いずれも業
者側の裁量判断に委ねられているのが建前であり，元来注文者が監
督・指示すべき事柄ではないと考えられるからである。」
というのである(33)。
ところで，建築請負工事における社会的な問題として，しばしば発注者
側の経費削減や無理な設計変更の指示などが事故の誘因であると指摘され
ることがある。たとえば，後述する「コストコ事件」の場合，一端建築確
認された後に，施主の要望で当初の構造設計を急遽変更したことが事故の
(32) 鳥取地判昭和50年4月15日判タ329号344頁。
(33) この事案では，注文者としての一般的地位を理由とする倒壊事故回避の注意義
務は否定されたが，事故直前に県側の監督員が出した指示に倒壊事故をもたらす危
険性があったとして，工事現場で新たな危険を増大させることにならないように配
慮すべき注意義務があったかどうかが検討され，結論的には否定されている。
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誘因の一つとはなっている。しかし，建築物の設計・施工について，企画
者の要望を踏まえて専門家たる設計・施工責任者が各工程を担当する以上，
企画自体を危険源とみて，刑法上の過失責任を問うことは原則として困難
であり，遠因に過ぎないと言うべきであろう。
（2）例外的状況─企画者・発注者の拘束力ある指示で設定された危険性
しかし，企画者・発注者が設定した危険とみることができる例外的状況
もあり得る。前記事件において，発注者側監督者の指示は，通常は，発注
通りのものか確認する趣旨のものとしつつ(34)，
「指示文言の外観上，工事の仕様・規格・品質等についてなされた
ように見える場合であつても，それが監督官庁の担当係官と監督を受
ける請負業者という両者の関係のもとにおいては，実質上，文言内容
以上の広い範囲で事実上強い拘束力をもつというような実体の認めら
れる場合」
には，注文者の過失を認める余地があるとしている。また，「新四ツ木橋
事件」の第1審判決(35)でも，注文者側の旧建設省出張所所長につき，
「注文者が特に拘束力ある危険な指示を発し，請負人がこれに従つ
たために災害が発生したという場合等でない限り，注文者は右仮設備
工事によつて発生した災害の責任を問われることはない」
としており，注文者側の安全管理責任を原則として否定しつつも，例外の
(34) 具体的には，「業者の施工する工事内容が注文者の指示した図面又は仕様書に
適合しているかどうか，資材の品質・規格・数量等にも問題がないかどうか，工期
に不当な点がないかどうか等を随時監督することができ，不適当な点があるときは
時機を失しないでその改善措置を命じることができるようにするため」のものであ
るとしている。
(35) 東京地判昭和54年6月25日刑月11巻6号589頁，判時941号6頁，判タ396号35頁
（橋脚工事のための仮締切構造物が倒壊し，8名の死者を出した事故について工事
設計者，施工上・監督上の責任者ら4名の過失責任が問われたが，いずれも否定さ
れた事案）。
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余地を認めている。
いずれの事件も，発注者側担当者は公務員であるが，指示の「拘束力」
がどのような場合に認められるか，具体化が必要であろう。この点につい
ては，発注者兼設計者と施工者のいずれが施工時の安全確保をすべきか問
題となった事案において，①工事の規模と工事内容の複雑さに応じて，施
工段階で使用する資材・品質が詳細に定められる場合には，設計図書の施
工業者に対する命令的・拘束的要素が強くなるのに対し，②比較的単純な
作業の場合には，施工担当者の裁量性が強くなるとの判断を示したものが
参考になる(36)。企画者・発注者側の指示に施工段階への拘束力が認めら
(36) 具体的には，「例えば，多種多様の機材を用い，各種工法を駆使し，多数の作
業員をいくつもの工程，現場に分けて作業を分担させる発電所やダムなどの建設工
事や土木工事などのように工事内容が大規模，複雑で，かつ，極めて高度の精密さ
が要求されるものにあつては，施工者は設計の忠実な履行を義務づけられこそすれ，
設計の技術的適否を審査する立場にはなく，また，そのような技術的水準を要求さ
れているものではないし，設計の技術的なミスはこれに引きつづく施工の段階では
一般に是正されにくいものでもあるため，設計者においても専門的技術と経験に基
づき施工方法や工事に使用する資材，その品質等までも詳細に指定することとなる
し，その設計図書の施工業者に対する命令的，拘束的機能も必然的に強いものとな
る道理であるが，……本件工事の場合は，水道管を埋設接続するための路面掘削工
事であり，少数の作業員によつて人力床掘の工法で路面のアスフアルト層を剥ぎ取
つたうえ，上面幅約七六センチメートル，底面幅約四五センチメートル，深さ約七
七センチメートルの溝を掘削するという極めて単純な作業を内容とするものである
から，施工者側は工事現場における作業の実情に照らし，その状況に即応した直接
的，具体的な措置をとることが現実に可能な立場にあるので，設計者側においては，
全工事区域の土質等，アスフアルト層の下にあつて全てにわたつて調査することの
困難なものについて，これが把握に努めるよりも，ある程度の見込みにより設計図
書を作成し，むしろ，施工段階で施工者側により現場の実情に合わせて適宜，これ
が修正されて行くことを期待しており，施工者側もまた，設計図書による指示がな
くとも矢板等の資材を調達し，或いは設計図書上の人力床掘りとの指示文言とは関
係なしに道路のアスフアルト層剥ぎ取りのために掘削機を用意し，臨機応変にこれ
を使用したりしていたのであり，このような設計者側，即ち発注者側と施工者側と
の関係は本件工事程度の小規模で単純な工程においては一般的なものであつたこと
までも認められるのであり，このような両者の関係は本件工事現場の作業の実際に
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れ，その指示内容の欠陥が事故の原因となった場合には，企画者・発注者
側によって設定された危険として評価され，企画者・発注者において，指
示に内包する危険が認識可能であれば，それを回避する注意義務が生じる
と言えよう。その反面，施工者側の注意義務は制限されることになろう。
4 設計段階の注意義務
（1）設計者が設定した危険（前記ア)─｢設計上の欠陥」あるいは「指
示・警告上の欠陥」
建造物・工作物の設計に致命的な欠陥があり，死傷事故に繋がった場合
には，設計者の注意義務違反が問題となる。
たとえば，天井鉄骨の負荷重量を超えて天井下地のモルタル塗装を施し
たため，竣工後3か月目に至り，天井が落下して多数の者を死傷に致した
事案につき，建築請負業者，工事監督者の他，天井の設計者に業務上の過
失責任を認めた事案(37)がある。判決においては，設計者らの注意義務の
前提として，次のような危険の内実が示されている。すなわち，
「本件建物は強度計算上，天井一平方米の荷重（鉄骨およびモルタ
ルを含む）は六十キログラムを基準として設計されたものであるから，
天井下地のモルタル塗厚は平均三糎を限度とすべきであり，もしその
モルタルの塗厚が四糎に至つた場合そのモルタルの重量は一平方米で
平均約八十キログラムに達し，かつ，平担部分において一個のクリツ
プが支える重量は約三十二，四キログラム，前記……飾壁の部分附近
照らし，相応の合理性を備えたものと認められるから，この両者の関係を前記した
発電所やダムなど大規模工事におけるそれと同日に談じることは相当でなく，従つ
てまた，本件工事において，施工者側は，自己が設計図書どおりの工事を遂行した
ことの故をもつて，その結果として発生した事故の責任を設計者側，即ち発注者側
に転嫁してこれを免れようとすることはできないものである。」と判断されている
（福岡高判昭和61年5月26日刑月18巻5・6号602頁［古屋工業所・大西工業事件］）。
(37) 名古屋地一宮支判昭和34年2月24日下刑集1巻2号434頁，判時180号54頁。
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のクリツプ……一個が支える重量は概略六十キログラムにまで達して
その荷重に対する許容限度（施工が理想的になされているとして約三
十二キログラム）に及び，またはこれを超過するに至るのであり，さ
らにその際前記野縁の荷重によるたわみねじれなどの作用が加わつて
（飾壁の部分では特にこの力は大きい）クリツプの耐力が減少するこ
とも考えなければならぬのであり，換言すれば本件建物の天井は前記
のような設計によつた場合そのモルタル塗厚が四糎或はこれを超過す
るに至れば前記のようなモルタルなどの重量によつてクリツプに前記
のように過大な荷重が加わる上にこれらの荷重による野縁のねじれ，
たわみなどによつて漸次クリツプの口が開き，さらには温度，湿度等
の変化やその他外界より通常当然に加わると予想せられる各種の一時
的な衝撃等（例えば風やトラツクなどによる震動）によつて天井各部
を構成する材料に変化を生じ遂には天井が落下するに至るべき危険を
多分に包蔵するものであつた｡」
というのである。要は，モルタル塗厚の如何によっては，許容負荷重量を
超えて天井落下に至るような設計をしたという意味で，設計者が危険を創
出したことが危険の内実であろう。これが「設計上の欠陥」とまで言える
のであれば，設計者の行為による欠陥設計自体が，過失行為となろう。
もっとも，本事案では，設計者には，適切な設計確認の注意義務だけでは
なく，適当な塗厚を工事施工者に指示監督する注意義務も重畳的に課せら
れている。これは，塗厚の指示が適切になされていれば，許容負荷重量を
超えなかった可能性もあるので，「設計上の欠陥」とまでは言えなかった
からだと推察されるが，少なくとも，「指示・警告上の欠陥」と評するこ
とはできよう(38)。
(38) 萩野・前掲注(1)160頁は，「塗厚のいかんによつて荷重許容限度を超える不安
の存する限り，別に塗厚を限定する実効性ある保証措置を講じておかなければ安全
設計と目することはできない。」として，この注意義務違反の段階で過失犯の成立
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「指示・警告上の欠陥」が明白に現れた事案として，温泉施設爆発によ
る複数の死傷者が生じた「渋谷シエスパ事件｣(39)が挙げられる。本事件で
爆発した施設は，メタンガスを含有する温泉水を汲み上げて利用する施設
であり，所与の危険としてガス爆発の危険があったことから，当然，適切
なガス排出設備を設ける必要があった。実際，ガス排出配管等の設計・設
置はなされたが，配管内で生じた結露水を排出しなかったことによって大
量のガスが逆流し，それに引火することで爆発が生じたものである。本施
設の「設計上の欠陥」があるのであれば，それ自体が過失行為を構成する
であろうが，水抜きが適切になされていれば，爆発に至らないこともあっ
て，本事件の第1審以来，本件施設の設計自体に欠陥があるとまでは断定
されておらず(40)，温泉施設の設計責任者であった被告人の情報伝達義務
が基礎づけられるとするが，要は，塗厚の限界について，施工担当者に適切に伝達
することを要求している点では，大きな違いはない。
(39) 最決平成28年5月25日刑集70巻5号117頁。本決定の評釈等として，前田雅英
「判批」捜査研究787号（2016年）67頁，岡部雅人「判批」愛媛法学会雑誌43巻1＝
2号143頁，北川佳世子「判批」法学教室433号（2016年）68頁，松宮孝明「判批」
TKC ローライブラリー新・判例解説 Watch 刑法 No. 144（2017年）文献番号
z18817009-00-071141466，同「判批」法学セミナー747号（2017年）125頁，古川伸
彦「判批」『平成28年度重要判例解説』（2017年）162頁，杉本一敏「『因果関係の基
本的部分』の予見可能性について：渋谷温泉爆発事件決定を契機に─」刑事法ジャ
ーナル50号（2016年）4頁，山本紘之「結果回避義務について」刑事法ジャーナル
50号27頁，高橋則夫「過失犯における行為規範と注意規範の連関」井田良ほか編
『山中敬一先生古稀祝賀論文集・上巻』（2017年，成文堂）453頁，大塚裕史「結果
の予見可能性と因果経過の予見可能性─渋谷温泉施設爆発事故最高裁決定を契機と
して─」『山中敬一先生古稀祝賀論文集・上巻』505頁，橋爪隆「過失犯(2)─最近
の特殊過失事件について」警察学論集70巻4号（2017年）157頁，岡部雅人「過失
犯における『因果経過の予見可能性』について─渋谷温泉施設爆発事故最高裁決定
をてがかりとして─」川端博ほか編『理論刑法学の探究・10巻』（2017年，成文堂）
1頁等がある。第2審段階の評釈として，稲垣「指示・警告上の欠陥と不作為的過
失─渋谷シエスパ事件─」専修法学論集126号（2016年）401頁以下参照。
(40) もっとも，結露水排出の管理事項を生じさせたこと以外に，本施設の安全設計
に問題がなかったわけではない。第1審判決から最高裁決定まで言及されていない
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（ガス抜き配管内で生じる結露水排出の必要性の伝達）の懈怠（指示・警
告上の欠陥(41)）が問題とされている。最高裁においては，この注意義務
の前提として，被告人の職掌上の立場のほか，
「自ら，ガス抜き配管に取り付けられた水抜きバルブの開閉状態に
ついて指示を変更し，メタンガスの爆発という危険の発生を防止する
ために安全管理上重要な意義を有する各ガス抜き配管からの結露水の
水抜き作業という新たな管理事項を生じさせた」
ことを挙げている。ここでは，水抜きがされないという条件付きであるが，
被告人自らがガス爆発の危険を創出したことを示していると評価し得る。
この点について，学説では，作為義務論の観点から危険創出行為を作為
義務の根拠とするもの(42)や，作為・不作為とを区別することなく，「注意
義務の帰属主体根拠」を示したものと評価するもの(43)がある。私見では，
施設設計者という地位，かかる地位に由来する安全設計をすべき職責とと
もに，過失犯の注意義務（結果回避義務）を基礎づける事情として位置づ
けられるものと考える。いずれの見解でも説明可能であるが，そのことと
は別に，上記箇所において，自ら対処すべき「危険の内実」が示されたと
も評価することができよう(44)。
が，本施設は，メタンガス処理施設の上階に従業員施設が設けられるなど，従業員
への安全配慮に重大な問題のある施設であった。
(41) これについては，稲垣・前掲注(39)408頁参照。
(42) 古川・前掲注(39)163頁，山本・前掲注(39)28頁等。
(43) 樋口・前掲注(6)「注意義務の内容確定プロセスを基礎に置く過失犯の判断枠
組み(1)」8頁。
(44) 渋谷シエスパ事件最高裁決定の大谷直人裁判官の補足意見は，本件は「業務運
営上メタンガスの発生が不可避となる温泉施設において，ガスの引火・爆発を防止
するための安全対策に関して，設計面における担当者がその任務を果たしたかが問
題とされている事案」であるとし，さらに，「因果関係の基本的部分」の予見を問
題とする手法の当否に言及している箇所ではあるが，「メタンガス処理の安全対策
としての本件設計の意義をどのようなものと認識するか」と指摘しており，所与の
危険を設計段階で考慮する視点を提示している。
70 専修法学論集 第133号
このように，（ア)行為者自らが設定した危険については，注意義務の基
礎づけ，ないし作為義務の根拠論と事実上の重なり合いが認められる。ま
た，設計段階においては，「設計上の欠陥」を回避することは当然として，
そうでなくとも，設計上，一定の条件（施工段階での塗厚制限，管理段階
での配管内の水抜きの必要性など）が生じた場合には，その情報を担当部
門に確実に伝達する具体的注意義務が生じる(45)。設計，施工，管理段階
における主体が機能的に分化している分業体制においては，このような情
報伝達ミスを未然に防ぐチェック体制の構築が重要となろう。
（2）設計者以外の第三者が設定した危険（前記イ)─配慮義務
設計者の設計以前に，第三者が設定した危険があり，設計者において，
その危険を除去することが問題となることは通常はないであろう。もっと
も，建築工事の場合，当初の設計が施主側の事情で変更することがしばし
ばあり，その過程で生じた情報の齟齬が後に事故の原因になることがある。
実際，第三者が設定した危険を回避する義務が問題となったやや特異な
事案として，「町田コストコ事件｣(46)がある。事故の内容は，町田市所在
の大型スーパー「コストコ多摩境店」が，平成23年3月11日，東北地方太
平洋沖を震源とする地震で震度5弱から5強程度の揺れを受けた際，車路
スロープと本体建物の接合部が破断し，上下2段の車路スロープがいずれ
も崩落し，下段スロープ上にいた自動車が上段スロープに押しつぶされる
などして，2名が死亡，6名が傷害を負ったというものである。この事故
につき，本件建物の構造設計を担当した1級建築士の被告人が業務上過失
致死傷罪で起訴された。事故に至る経緯は複雑であるが，簡略に示すと，
① 平成13年12月13日，当初の設計者 Aの構造計算に基づいて建築確
(45) もっとも，伝達すべき情報の価値については，専門分野における通常性を踏ま
え，過大に評価しないようにする必要がある（稲垣・前掲注(39)418頁）。
(46) 東京高判平成28年10月13日 LEX/DB文献番号25544699。
建造物の設計・施工・管理上の注意義務 71
認申請（平成14年1月8日付で確認済証の交付）。なお，設計時にお
いて，設計者 Aと，いずれも一級建築士である意匠設計会社の B，C，
Dの間では，「本体建物の柱と車路スロープの梁の接合部をガセット
プレートのみで接合する」という一般的ではない危険な設計構想(47)
が共有されていたが，建築確認申請時の提出資料上では，その点を確
認できていない。
② ①と前後して，施主の事情（経費削減，工期短縮）により，Aに替
えて被告人が新たな構造設計を依頼され，被告人はこれを受任。
③ 被告人は，当初設計の図面におかしな点があると思いつつも，その
基本的な設計構想につき，自己の設計構想，すなわち「車路スロープ
と本体建物の床スラブを連続させるもの」と同じであるとの理解で，
変更した構造設計書等（変更後構造計算書，変更後構造図）を作
成(48)。床スラブを連続させることを前提とすれば，被告人の構造設
計は適切なものであった。これに対し，①の設計構想の場合，水平方
向の振動に弱い上，変更した構造設計によると，本件店舗建物と本件
車路スロープの構造が異なることから水平方向の振動差が生じやすい
構造となり，地震により両者に異なった挙動が生じることになる。
④ 被告人は，Bらに変更後構造設計書等を提出。意匠設計会社は，平
成14年1月25日に変更確認申請をし，同年2月7日付で確認済証の交
付を受けたが，結局，上記①の危険な設計構想に基づく工事が実施さ
れ，震災時に，ガセットプレートにその耐力を上回る地震力がかかっ
て破断し，本件事故に至った，
(47) ガセットプレートとは，鉛直荷重を負担する鋼板部材であり，地面に対して水
平方向の力に弱いという特徴を有する。
(48) 本件店舗建物と本件車路スロープとは，当初は，いずれもブレース（筋交い）
付きラーメン（Rahmen）構造であったが，被告人は，依頼により，本件店舗建物
をラーメン構造，本件車路スロープをブレース付きラーメン構造に変更した。これ
により，水平方向の振動差が生じやすい構造となった。
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というものである。
当初の公訴事実では，「設計上の欠陥」を理由とした過失が主張されて
いた(49)が，その後の訴因変更により，被告人の意匠設計担当者への「配
慮義務」が問題とされた(50)。これについて，第1審判決(51)は，被告人に
かかる配慮義務があるとして有罪としたが，控訴審は，第1審判決を破棄
し，被告人を無罪とした（確定）。その理由は，次のようである。
まず，配慮義務一般については，被告人が変更後構造計算書等を示すな
どして，前記③の設計構想を意匠設計担当者 Bらに伝えたことは証拠上
明らかであることを前提として，
「本来，設計担当者間の伝達はそれでまかなわれるはずのものであ
る（原判決がいう設計担当者間で協議すべき義務なるものは，これを
認めるとしても各設計間で齟齬のあることが認識された場合に初めて
生ずべきものである。）から，それだけでは足りず，被告人の設計内
容を他の設計担当者らが正確に把握できるようにするため，一般の取
扱いを超える措置を講ずるなどの適切な配慮をしなかったことが過失
の内容になるというのは，特段の事情がない限り，通常にわかに想定
し難い。」
(49) 具体的には，「接合部に関する設計内容を正確に把握した上，同車路スロープ
が崩落することがない安全な構造設計をすべき業務上の注意義務があるのにこれを
怠り，前記意匠図を精査せず，意匠設計担当者に設計内容を確認するなどもせず，
同店舗建物と同車路スロープがガセットプレートのみで接合する設計とされている
ことを把握しないまま，同接合部に関する設計内容を見直さず，同店舗建物をラー
メン構造，車路スロープ部をブレース付きラーメン構造として水平方向の振動差が
生じやすい構造設計をした過失」という内容である（控訴審判決の理由中「第3
当裁判所の判断 2」参照）。
(50) 具体的には，「同店舗建物をラーメン構造，車路スロープ部をブレース付きラ
ーメン構造として水平方向の振動差が生じやすい構造設計をし，同接合部について，
床スラブにより接合するとの前提で構造設計をしたことを同意匠設計担当者が正確
に把握できるよう適切に配慮しなかった」という過失内容である（同上）。
(51) 東京地立川支判平成28年2月8日 LEX/DB文献番号25542742。
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との基本的視座を示している。そして，実際にも，意匠設計者 Bらは，
変更部分を認識し，その趣旨を把握できる状況であったとして，次のよう
に判示している。すなわち，
「原判決が説示するような配慮義務は，①意匠設計担当者や構造設
計担当者の各立場を踏まえても，協働して設計を行う契約当事者双方
にあり，かつ，高度の注意義務を負担する建築士相互間に認められる
ものである上，本件では構造設計を変更することが前提とされていた
のであるから，通常は，②意匠設計担当者らにおいて，変更後構造図
及び変更後構造計算書等を通して変更内容を確認すべき義務があった
というべきである。」（番号，下線は筆者が付したものである）
というのである。その上で，構造設計担当者による配慮義務は，本来的に
は，変更後構造計算書等の内容を意匠設計担当者らに伝えたことにより尽
くされているとする。
もっとも，「通常ではない特段の事情」として，たとえば，
(ⅰ) ｢被告人が作成した変更後構造図や変更後構造計算書の内容に疑
義があり，それのみでは内容を正確に把握し難い」場合や，
(ⅱ) ｢変更後構造図を踏まえても，なおそこに示された施工をしない
こと（スラブを接合しないこと）が想定されるとして，配慮義務を尽
くすべき事情があり，それについても被告人が予見可能」である場合
には，やはり配慮義務が生じ得るとしている。しかし，控訴審は，（ⅰ)に
つき，被告人の提出した変更後構造図等の記載により，床スラブで接合す
ることは正確に把握できる内容であったとして，これを否定している。ま
た，（ⅱ)につき，意匠設計担当者 Bらが，前記①の危険な設計構想を共
有したままであったため，彼らが創出した危険状態は継続していたが，結
論として，「スラブを接合しないで施工をする」という危険性があると被
告人が予見できる状況にあったとみるのは無理があり，配慮義務を果たす
べき前提となる予見可能性があることには合理的疑いがあるとして，無罪
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の結論を導いている。
前記(ⅰ)の事情があった場合は，「設計上の欠陥」があるとまでは言え
ないが，少なくとも，「指示・警告上の欠陥」が問題となり，渋谷シエス
パ事件と同じ構図になったであろう。
これに対し，（ⅱ)の場合，構造設計者として構造設計書類を提示するこ
とにより，適切な情報伝達を果たしていることが前提となることから，シ
エスパ事件と同様に扱うことはできない。本件事故自体は，地震という
「自然力」の介在により生じているが，建造物の設計者は，震度5強程度
の地震の発生は当然織り込んで構造設計すべきといえる(52)。本事案は，
一見すると自然災害のように見えるが，そうではなく，震度5強程度の地
震にも耐えられない危険な設計構想が是正されないまま，危険な建築物が
建築されてしまったことが問題の本質である。そこで，事案類型的には，
「第三者である Aないし Dが設定した危険（危険な設計構想）について，
被告人がそれを除去する例外的な配慮義務を負うかが問われた事案」とし
て整理できよう。本事案では，Aないし Dが危険を設定しながらそれに
気づかず，また，被告人も，Aらの危険な設計構想に気づいていないので，
設計構想に関する意思疎通に齟齬があったことは否定できない。しかし，
被告人が，適切な構造計算書類等を作成し，意匠設計担当者に提出してい
る以上，特段の事情がない限り刑法上の注意義務は生じないとしたのは，
(52) 昭和56年に導入された新耐震基準は，中規模の地震（震度5強程度）に対して
は，ほとんど損傷を生じず，極めて稀にしか発生しない大規模の地震（震度6強か
ら震度7程度）に対しては，人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じないこ
とを目標としたものである。第1審判決でも，「構造設計業務の目的は建築物の構
造耐力上の安全性を確保することにある。そして，本件店舗が多数の客や従業員等
が利用する大型建築物であることからすると，このような建築物の構造設計業務を
行う専門家においては，建築物が地震や暴風等によって倒壊して多数人の死傷結果
が発生することがないように，構造耐力上の安全性を脅かす要因については，これ
を除去するための十分な措置を講じるべき高度の注意義務が課されている」との一
般論に言及している（第1審判決の事実認定の補足説明中の第4・1(1)参照）。
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正当と言えよう。
問題は，誰がその齟齬を是正すべきであったのかであるが，被告人とい
うよりは，むしろ Aないし Dの落ち度が大きい事案と思われる(53)。結果
論になるかもしれないが，本事案は，起訴当初から，被告人の選定，およ
び公訴事実の設定に問題があったと言わざるを得ない(54)。
(53) 控訴審判決でも，当初設計者 Aの落ち度について，「実際には本件接合部を床
スラブで接合せず，ガセットプレートで接合することを前提としていたというのに，
そのような構造図や構造計算書を作成せず，さらにスラブが結合しないことを唯一
示す本件矩計図も添付しないまま建築確認申請をしている。このようなことは，建
築物の安全性を図るためにその最低基準を定めてその遵守を確保し，実効性を保持
する手段として設けられた建築確認申請の在り方からすると，本来予定されておら
ず，構造計算を専門とする建築士が担当をしていながらこのような申請をすること
は通常は想定し難いもの」（理由中第3・6(1)参照），「本件接合部をガセットプ
レートのみで接合するという構造設計の見地からは一般的とはいえない設計構想を
持ちながら，他方で，建築確認申請書上は，本件接合部をスラブで連続することを
前提とした構造計算書や構造図を作成し，このような設計構想と書面上の構造設計
との違いを後任の被告人に口頭等の手段を含めて明確に伝えなかったばかりか，本
体建物と車路スロープを特性の異なる構造とすることを言い張り，スラブで接合す
ることを前提としなければ理解困難な提案に固執したという経緯，事情が疑われ，
それにより，被告人において，本件接合部でスラブを接合しないと予見することを，
より一層に困難にし，阻害した」（理由中第3・6(3)参照）と指摘されている。
また，B（設計・工事の総括責任者），C（意匠設計担当者），D（コストコ社と米
国の設計会社と窓口であり，日本側の設計担当者との間の全体の取りまとめ役を担
い，齟齬があれば調整をする立場にあり，Bに次ぐ重要な立場にあった）の落ち度
についても，床スラブに言及のある「Dメールの内容からすれば，被告人は当然
Dに相応の回答をしたものと推認でき，その際にスラブが接合していることを前
提とした内容を述べたことにも疑う余地がない。しかるに，これに対して，あるい
はその後，Dらから被告人の設計内容を問い質したり，その変更修正を求める行
動に出た事跡は全くない。これらに加え，変更前構造図を作成した A，本件矩計図
を作成した C……，統括していた Bがいずれもスラブが連続していることを前提
とした上記の Dメールを受けながら，これに対して疑問を呈することすらしてい
ない」（理由中第3・6(4)）などと，異例とも言える言及をしている。
(54) 本件控訴審判決の指摘を踏まえ，東京地検は，異例の再捜査を進めていたが，
平成29年7月18日，Bないし Dについて，改めて不起訴（嫌疑不十分）としてい
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なお，この種の事故では，検察審査会への申立ても予想される。現在の
業務上過失致死罪の公訴時効の期間は10年であり（刑訴法250条1項3号），
平成30年現在においても，本事件の公訴時効は完成していないが，いわゆ
る「明石歩道橋副署長事件｣(55)のように，検察審査会法に基づく強制起訴
に至る前に，公訴時効が完成してしまうという事態は皆無ではなかろ
う(56)。もっとも，B らが，被告人との関係で「共犯」といえれば，公訴
時効の停止効（刑訴法254条2項）が生じる。本事案の配慮義務について
は，控訴審判決の下線①部分において，「建築士相互間に認められる」と
判断されていることから，過失の共同正犯を問題とする余地はある。しか
し，この部分は，下線②のように，Bら意匠設計担当者の方に，変更後構
造図等を通した確認義務があることを導く意味があるに過ぎないと解する
こともできる。そのため，過失の共同正犯（共同義務の共同違反）を構成
するような相互的な「共同の義務」を認定できるかは，なお検討を要する。
むしろ，被告人が，特別の配慮義務を負担しないとされたことを考慮する
ならば，被告人と Bらを「共犯」（過失の共同正犯）とすることは困難で
あろうから(57)，刑訴法254条2項の時効停止効も期待し難い。その意味で，
本事案のような特殊過失事件の場合，起訴時において，「誰が創出した危
険か」という視点で厳密に主体選別をすることは，非常に重要である。
（3）自然環境・現象を所与の前提とした施設（前記ウ）
自然環境を利用し，あるいは切り拓いて建造物・工作物を建築・建造す
る。
(55) 最決平成28年7月12日刑集70巻6号411頁。
(56) これについては，稲垣「刑罰権の及ぶ範囲と罪刑法定主義」専修ロージャーナ
ル10号（2014年）115頁〈163頁注(98)〉においても指摘した。
(57) 配慮義務については，稲垣「指揮監督者相互の注意義務と過失の共同正犯─明
石歩道橋事件について─」専修法学論集130号（2017年）465頁（489頁以下）を参
照。
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る場合，自然環境に由来する所与の危険（地盤の脆弱性など）を織り込む
必要がある。そのような危険が客観的に存在し，設計時に認識可能であっ
たならば，客観的に期待可能な範囲内で，その危険を回避するための注意
義務が生じるといえる。実際，ゴルフ場等の造成時の設計過誤に基づいて
生じた崩落事故の死傷事件において，設計者の過失責任が認められた事案
は複数存在する(58)。事故の外形上，自然災害のようであっても，上記の
事情が認定できれば，人災といわざるを得ない。他方，事故原因を設計時
の危険に引き直したとしても，設計者が認識できる契機がなかった場合，
注意義務の前提が欠けることになろう(59)。
また，我が国土の性質上，地震やそれに伴う津波などは，一定程度所与
の危険として想定すべきものではある。たとえば，コストコ事件で示した
ように，震度5強程度の揺れに耐えられない建造物は，欠陥建造物と称し
ても良いと思われる。しかし，耐震対策にも限界があろう。現在，東日本
大震災の際に発生した稀有な巨大津波を契機とする東京電力福島第1原発
事故に関連する死傷につき，当時の東電幹部が業務上過失致死傷罪で強制
起訴されている。原発施設という性質上，織り込むべき自然現象の危険は，
通常の建造物より広く認める余地はあるであろうが，東日本大震災級の
(58) 神戸地判昭和42年4月10日下刑集9巻4号407頁（山麓に多数の人家の存在す
る山腹斜面に宅地を造成する場合における建設業者の設計・施工上の注意義務違反
を肯定），大阪高判昭和42年7月27日高刑集20巻4号486頁，判タ215号149頁（山の
中腹を切り広げゴルフコースを造成する場合における土木業者の設計・施工上の注
意義務違反を肯定），大阪高判昭和53年2月21日刑月10巻1・2号65頁（山腹を切
り広げてゴルフコースの増設をした場合に，工事責任者の常務取締役に設計及び施
工上の注意義務違反があるとされた事例）など。
(59) たとえば，高台を切り拓いた造成地が集中豪雨で崩壊して数名が死傷した事案
について，崩落原因が訴因で示されたものとは別の原因であり，それを予見するこ
とができた事情もないとして，注意義務違反等を論じるまでもなく，造成工事の設
計者・調査等の責任者らの過失責任を否定した事案がある（福岡高判昭和58年9月
7日刑月15巻9号442頁）。
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「巨大津波」の予見可能性を前提として，巨額の費用が見込まれる設備設
置（防潮堤等）の当否を問題とするのは，相当困難な道であろう。より簡
易な「全電源喪失を想定した回避措置」を注意義務として措定するなどの
方法もあり得たように思われる(60)。
Ⅳ おわりに
以上，建築関係の事故につき，対処すべき危険の発生時点に着目して，
管理・運用段階，施工段階，企画・設計段階の注意義務について段階的に
検討し，類型化を試みた。その結果は，次のようにまとめることができる。
まず，建築物等の完成後の管理・運用段階においては，危険の発生源は
どうあれ，管理・運用責任者が管理・運用上の不具合を確認し，あるいは
認識可能になった時点で，その職責，役割，権限に応じて，改善する注意
義務が発生する。
施工段階と企画・設計段階の注意義務の所在については，一定の連動関
係が認められることに留意する必要がある。まず，施工段階における作業
管理，労務管理上の安全確保は，分業体制を踏まえた上で，施工担当者が
負担するので，危険源はどうあれ，原則として，施工担当者がその回避，
除去の注意義務を負う。その反面，企画・設計者はそのような義務を負わ
ないであろう。しかし，企画・発注者の拘束力ある指示があり，その指示
が原因で事故が生じた場合は，「企画・発注者の設定した危険」が問題と
なるので，企画者らにおいて，指示に内包する危険が認識可能であれば，
それを回避する注意義務が生じると言えよう。そのような場合は，施工担
当者の注意義務は否定されることがある。
設計段階について敷衍すると，設計段階で致命的な欠陥があり，死傷事
(60) 松宮孝明「福島原発事故と刑事責任」斉藤豊治編『大災害と犯罪』（2013年，
法律文化社）212頁（217頁）は，この点に着目している。
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故に繋がった場合には，設計者が設定した「設計上の欠陥」が過失の根拠
となる。「設計上の欠陥」とまで言えなくとも，設計段階で，施工上，あ
るいは管理・運用上の留意事項が生じた場合，それを確実に伝達すべき注
意義務が生じる。設計者等がそれを怠った場合，自ら設定した危険に基づ
く「指示・警告上の欠陥」を理由として過失責任が生じ得る。他方，設計
者として，その設計構想を確実に施工部門等に伝達した場合には，原則と
して，設計者としての職責は果たしていると評価されるが，第三者によっ
て設定された危険な設計構想などが施工段階に反映される蓋然性があり，
それについて行為者が認識可能であるといった特段の事情がある場合には，
危険な設計構想を是正する特別の義務として「配慮義務」が生じることが
ある。また，設計においては，自然現象に内在する危険を所与のものとし
て織り込んだ対策が求められる。自然災害を想定した建築上の注意義務の
限界づけについては，今後の課題となるが，問題となる建造物の性質に応
じて，織り込むべき危険の内容，範囲は変動し得ることから，その内実を
明らかにして，過大にならない限度の具体的な注意義務を設定することが
重要であろう。
（以上）
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